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令和元年 決算特別委員会 第一分科会〔総務部所管〕開催状況
開催年月日 令和元年１１月１３日（水）
質 問 者 日本共産党 宮川 潤 委員
答 弁 者 危機管理監、危機対策局長、危機対策課長

質 問 要 旨 答 弁 要 旨

四 災害対策と被災者支援等について
（一）防災・減災対策等について
１ 総合防災体制整備費の推移について （危機対策課長）
防災対策費のうち、総合防災体制整備費は、５年前か 総合防災体制整備費の決算額についてでございますが、

らどう推移してきましたか。５年前と昨年の比較を伺い 総合防災体制整備費は、防災教育や防災訓練のほか、震
ます。 度情報などのシステムの運用をはじめ、道防災ヘリコプ

ターの維持管理などに使用しておりまして、平成２６年
度の決算額は、約４億６千万円に対しまして、平成３０
年度の決算額は、約１０億４千万円となっておりまして、
２倍以上に増加してございます。
なお、平成３０年度の決算額には、昨年発生しました

胆振東部地震により被害を受けた被災者や市町村に対す
る見舞金等として、約２億５千万円、また、道防災ヘリ
コプターの格納庫等の建設に係る経費として約１億２千
万円が含まれているところでございます。

２ 市町村庁舎の耐震化状況について （危機対策課長）
災害対策の司令部を担う市町村庁舎の業務に支障を来 市町村庁舎の耐震化状況についてありますが、平成29

してはなりませんけど、災害本部が設置されている市町 年度末現在におけます道内の市町村庁舎につきましては、
村庁舎の耐震化の状況、全国順位と全国平均を伺います。 全404棟のうち253棟が耐震基準を満たしており、耐震化

率は62.6％と、全国平均の81.2％を18ポイント以上下回
り、全国で最下位となっているところでございます。

３ 耐震化の遅れと要因について （危機対策課長）
全国最下位ともなっている遅れの原因は、どこにある 耐震化が進んでいない要因についてでありますが、耐

と考えていますか。 震改修等を行うにあたりましては多額の費用負担が必要
となることから、道内の多くの市町村の財政事情が厳し
いことなどが、耐震化が進んでいない要因と考えられま
す。
また、各市町村におきましては様々な実情もあるもの

と思料いたします。

３－再 （危機対策局長）
「多額の費用負担」、「財政状況が厳しい」という答弁 耐震化が進んでいない要因などについてでございます
でありました。私は、こういう答弁をする道の認識に非 が、道が主催します各種会議の場におきまして、市町村
常に疑問を持ちます。たとえば、南海地震が想定されて の担当者からは、課題として認識しつつも庁舎耐震改修
いるところではどうでしょうか。独自に詳細に計算を行 に伴う費用の問題や改築時期を迎えている市町村もある
いました。南海トラフ地震防災対策推進地域に指定され と聞いており、市町村それぞれの事情があるものと考え
ているところは、県別で言いますと１都２府２６県、２ ておりますが、道としましては、庁舎の耐震が進むよう、
９箇所あります。ここでの防災拠点となる庁舎の耐震率 今後とも強く働きかけてまいる所存でございます。
は、８５パーセントになります。一方、本道を含め指定
されていない残りの１８県での耐震率は、７３．９パー
セント、１１．２ポイント差があります。これは、財政
状況の差でしょうか。地震に対する危機感の差ではない
でしょうか。答弁で財政状況云々とされましたが、私は、
耐震化の遅れを財政状況に単純化することはできないと
思います。市町村においても災害時における庁舎機能の
維持と言うことについて真剣に考えてもらいたいですし、
道においては、耐震化の遅れについて、「多くの市町村
の財政状況が」、などという危機感の欠如した発言は、
改めるべきだと考えます。耐震化の遅れを解消するため
に、道は、どのような役割を果たすのか改めて伺います。

本当にチェックされましたか。市町村が費用の問題だ
いうのは、それは、危機感の別の形での現れだと私は思
いますよ。市町村が費用だと言っているから費用の問題
なんだと、そう捉えるのは、私は疑問がありますね。是
非、再考をお願いしたい。

４ 欠
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５ 今後の道の支援について （危機対策局長）
市町村庁舎耐震化のために、道として、踏み込んだ支 今後の道の支援についてでございますが、市町村の庁

援を行うべきと考えますが、耐震化向上に向けて今後道 舎などは、災害発生時において被災者支援や早期復旧な
は、どのようにしようとしているのか伺います。 どの拠点となる施設でありまして、その耐震性を確保す

ることは極めて重要であると認識しております。道内市
町村における耐震化率は、全国平均と比べて低い状況で
ございます。
このため、道としましては、こうした庁舎等の耐震化

が進むよう、全国知事会とも連携しながら令和2年度まで
の時限措置であります緊急防災・減災事業債の恒久化や
要件の緩和などにつきまして、国に対し引き続き要望し
てまいります。

耐震性の確保は極めて重要だと認識していると、答弁
されたんですから、本当にそのとおり認識して進めてく
ださい。

６ ハザードマップの作成状況について （危機対策課長）
次にハザードマップについてであります。 ハザードマップの作成状況についてですが、ハザード
全国と同じように、国に要望するということに加えて、 マップは、津波、地震、土砂災害など様々なリスクに対

道独自の特段の取り組みが必要だということも指摘して 応し、作成されておりますけども、特に、洪水ハザード
おきたいと思います。 マップにつきましては、本年３月末現在におきまして、
次に地震、洪水、土砂災害のハザードマップについて 作成の対象が141市町村あり、そのうち137市町村でハザ

であります。津波と火山津波と火山災害は限られた自治 ードマップが作成され、４市町については、作成をされ
体になると思いますけれども、地震、洪水、土砂災害は、 ていないところでございます。
ほぼすべての自治体がハザードマップを必要とすると考 また、作成された市町村のうち６９市町村は、改正さ
えられます。市町村におけるハザードマップの作成状況 れた水防法に基づき、いわゆる最大規模降雨を想定した
は、５年前と比べてどう推移したのか、伺います。 ハザードマップを整備しており、６８の市町村について

は法改正が反映されていない状況でございます。
その進捗率につきましては、旧水防法の基準に基づく

平成26年度については約95％でありまして、新水防法の
基準によります平成30年度の進捗率は約48％となってい
るところでございます。

７ 道のイニシアチブを発揮した具体的な援助について （危機対策局長）
作成されていない所が4カ所で、古い基準が68カ所。道 道からの支援についてございますが、道では、これまで

は、市町村で必要な作業が進まないその隘路になってい も市町村が作成する洪水ハザードマップの作成や公表に
るものが何かをつかんで、道民の生命と財産を守る立場 向け、振興局などにおいて、変更に伴う避難所の選定や
から、イニシアチブを発揮して具体的な支援をすること 地域防災計画の改定など、支援を行っているところでご
が必要ではないかと考えますが、いかがですか。 ざいます。

今後におきましても、ハザードマップの重要性を訴え
ますほか、今年度内を目途に危機対策局の幹部職員が市
町村に直接出向き、関係部局と連携の上、防災対策に関
し、様々な相談を受け助言を行います「地域防災ミーテ
ィング」を実施することとし、道内の洪水ハザードマッ
プができるだけ早期に、適切に整備されるよう、取り組
んでまいります。

（二）被災者支援等について
１ これまでの市町村に対する道の支援について （危機対策課長）
町村が避難所対応に困難をきたすということもありま 避難所に係る市町村への支援についてでございますが、

すが、避難所の環境改善に向けて、道はこれまで市町村 道では、道内のすべての市町村との間で、「災害時等に
にどういう支援を行ってきましたか。 おける北海道及び市町村相互の応援に関する協定」を締

結いたしまして、この協定に基づく市町村からの要請に
応じ、避難所運営に係る支援も実施する体制をとってお
りまして、昨年の胆振東部地震におきましても、延べ約
６，０００人の道職員を避難所運営の支援のために、被
災市町村に派遣しまして、避難所の環境整備に取り組ん
だところでございます。

２ 段ボールベッドの迅速な配備について （危機対策課長）
昨年三定で、むかわ町の避難所への段ボールベッドの 避難所での段ボールベッドの配備についてでございま

設置に１週間以上を要した問題を取り上げました。雑魚 すが、段ボールベッドは、衛生面で優れているほか、避
寝状態が１週間も続くということはあってはなりません。 難者のプライバシーが守られ、心理的ストレスやエコノ
迅速な搬入と設置に向けて、その後どのように改善をは ミークラス症候群などの二次的な健康被害を防止する上
かったのか、伺います。 で、効果的であるものと認識してございます。
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このため、道としては、研修会などの機会を活用いた
しまして、専門家を講師に招くなど、避難所における段
ボールベッドの利点を市町村などに説明をするとともに、
道の防災総合訓練におきましても、段ボールベッドの展
示・紹介を行い参加市町村や住民の方々に、実際に組み
立てて使用していただくなど、導入の促進に取り組んで
いるところでございます。

３ 避難所への物資配備について （危機対策課長）
段ボールベッドやプライバシー確保の間仕切りなどの 避難所への物資配備についてでございますが、災害発生

物資は、一定数避難所に配備をして、発災と同時に使用 時におきましては、段ボールベッドなどの物資が避難者
できる体制をとることがいいと思います。市町村にどう に速やかに行き渡ることが求められておりまして、市町
いう支援を行い充実させていくか、伺います。 村に対し、直接首長に必要な物資の備蓄を促すとともに、

道といたしましては、民間事業者等と物資供給に関する
協定を締結いたしまして、迅速な供給体制を構築してい
るところでございます。
市町村におきましては、厳しい財政状況もあり、防災

に関わる人材が不足する中、活用可能な支援制度の周知
や、市町村が行う防災訓練におきまして、職員を派遣し、
訓練のサポートをするなど、市町村の防災力強化を支援
しているところでございます。

４ 内閣府「避難所運営ガイドライン」に対する認識に
ついて （危機対策課長）
国の「避難所運営ガイドライン」では、「寝床の改善」 避難所運営ガイドラインについてでございますが、国に

「入浴場所の確保」「キッズスペースの確保」「ペット同 おきまましては、東日本大震災の教訓を踏まえ、平成２
行避難」など、多くのことが盛り込まれております。 ５年８月に「避難所における良好な生活環境の確保に向
道は「北海道版避難所マニュアル」を策定しています けた取組指針」を策定いたしまして、これに基づき、平

けれども、内閣府ガイドラインの意義をどう認識してい 成２８年４月に、災害発生時におけます、市町村が実施
ますか。 すべき具体の対応業務等を記載した｢避難所運営ガイドラ

イン｣を取りまとめたところでございます。
道では、このガイドラインを踏まえた｢北海道版の避難

所運営マニュアル｣を策定いたしまして、各市町村へ配布
しておりまして、このマニュアルのもと、地域特性に応
じた避難所の運営に努めていただきたいと考えておりま
す。

５ 北海道避難所マニュアルへの反映について （危機対策課長）
道のマニュアルには内閣府のマニュアルをどのように 道の避難所マニュアルについてでありますが、道が平

反映したのか伺います。 成２８年７月に作成いたしました「避難所マニュアル」
は、市町村が避難所を迅速かつ適切に運営できるよう、
設置手順や留意すべき事項、人員の配置など、一般的な
事項をわかりやすくまとめたものであり、国のガイドラ
インに沿って作成し、積雪寒冷である北海道の実情に即
したものであります。

６ 避難所の環境改善について （危機管理監）
胆振東部地震の教訓、また今年も相次ぐ台風、河川氾 避難所の環境改善についてでありますが、近年、全国

濫の被害などを踏まえて、避難所の環境改善を図り、避 的に、まさかと思われる大規模災害が頻発をし、その度
難者の生命を守り、くらしを一刻も早く回復するための、 に多くの住民が避難を余儀なくされる状況にあり、被災
佐々木誠也危機管理監の決意をお聞かせください。 された方の心のよりどころである避難所が、安心でき、

可能な限り快適に過ごせる場となることが求められてお
り、運営主体の市町村におきましても、避難所の環境改
善に向けて、円滑かつ統一的に運営できますよう、日頃
からマニュアルを作成するなどし、災害発生時の体制を
構築するとともに、実効性の向上に努めることが重要と
考えております。
道といたしましては、市町村が道のマニュアルの活用

により、体制を整備するよう促しますとともに、市町村
が行う避難所の運営訓練において、企画から実施までを
サポートさせていただくほか、昨年の胆振東部地震や、
全国各地で頻発する災害などの検証により得られた課題
や新たな方向を見据え、避難する方々の立場に立った環
境の形成に取り組み、オール北海道で防災力強化に努め
てまいります。


